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都市建築物における構造部材・非構造部材の性能評価と機能継続に関する研究
－高強度コンクリートのアルカリシリカ反応性試験方法の検討に向けた基礎的調査－
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モルタルバー法　コンクリートバー法　アルカリ総量規制　

1.はじめに
今日，世界各地で建築物の材料としてコンクリートが使われている。そして，そのコンクリートの劣化現象の原因の一つにアルカリシリカ反応（以下，「ASR」という。）がある。ASRとは，セメント中のアルカリと骨材に含まれるシリカが反応して起こる劣化現象であり，反応生成物によりコンクリートが内部から膨張し表面にひび割れなどを発生させてしまうものである。

日本ではアルカリシリカ反応の抑制対策としては，①アルカリ総量規制，②混合セメント等の使用，③無害な骨材の使用の3つが行われている。しかし，今回着目した高強度コンクリートでは，所要の強度を発現させるために抑制対策は③無害な骨材の使用のみとなる。

高層建築などの大規模な建築物の力学的に重要な部分（低層階の柱など）に適用される高強度コンクリートにアルカリシリカ反応が生じてコンクリートが劣化してしまうと，建物全体の応力バランスが崩れ，構造安全上，大変危険である。その劣化現象を生じさせないようにするためにも高強度コンクリートに使用する骨材を適切に評価することが重要である。

ここでは，高強度コンクリートを対象としたアルカリシリカ反応性試験方法の開発における課題を検討すること目的として，既存の仕様書・指針，規格などの評価基準および試験方法について調査し取りまとめた。
2. 高強度コンクリートのASRに関する既往の研究
建設省NewRC総プロで実施された高強度コンクリートのアルカリ骨材反応性を評価するための実験研究1）によれば，アルカリ骨材反応による膨張の傾向はコンクリートの圧縮強度によらず,コンクリート中のアルカリ量によることが報告されている（図1参照）。また,コンクリートを高強度化してもアルカリ骨材反応による膨張を抑制することはできないため，高強度コンクリートには，「無害」と判定される骨材を，通常の使用条件で用いることで有害な膨張を起こす可能性が少ないことが明らかにされている。　
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図1　高強度コンクリートと普通コンクリートの
ASRによる膨張性の比較1）
また，近年，高強度コンクリートのアルカリシリカ反応性試験方法に関する実験検討２）３）も行われており，高強度コンクリートの調合を考慮した試験方法とJISの試験方法の比較が行われている。
3.国内のASRに関する規定について
　国内のASRに関する規定には，建築基準法，公共建築協会や日本建築学会の仕様書，そして日本産業規格をはじめとする学協会の規格などがある。これらについてASRに関する規定がどのように定められているかを調査した。また，企業独自の規定としてJR東日本でのASRに関する規定の調査も行った。
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3.1建築基準法第37条の規定
　建築基準法第37条の規定では，建築物の基礎，主要構造部その他安全上，防火上又は衛生上重要である政令で定める部分に使用する木材，鋼材，コンクリートその他の建築材料は，その品質が，指定建築材料ごとに国土交通大臣の指定する日本産業規格又は日本農林規格に適合するものでなければならないとされている。
　具体的には，建築省告示第1446号第1第七号コンクリートの技術的基準に「コンクリートに使用する骨材は，アルカリシリカ反応性が無害であるもの」であることが定められており，その試験方法は，「JIS A 1145（骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（化学法））（以下，「化学法」という。）またはJIS A 1146（骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（モルタルバー法））（以下，「モルタルバー法」という。）によるか，またはこれらのアルカリシリカ反応性を判定しうる方法によること。」となっている。ただし，「コンクリートのアルカリ骨材反応の抑制について，有効な措置を行われる場合にあってはこの限りではない。」と定められている。
3.2 仕様書・指針におけるASRの規定
　仕様書に関しては，写真1に示す3つのものについて調査を行った。
1）公共建築工事標準仕様書
公共建築工事標準仕様書では，6章 コンクリート工事 の3節 コンクリートの材料及び調合において，ASRによる区分Aの使用が前提となっており，区分Bの骨材を使用する場合には，表1に示すアルカリシリカ反応抑制対策の1または2項目の措置をとることが定められている。
2）日本建築学会の仕様書（JASS 5とJASS 5N）

JASS 5およびJASS 5Nにおいても，骨材はJIS A 1145またはJIS A 1146によって「無害」と判定されるものを使用することが前提となっている。また，JASS 5Nでは骨材のASRの評価を，JIS A 1145,1146のほかにJIS A 1804（コンクリートの生産工程管理用試験方法‐骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（迅速法））でも行うことが可能である。
また，無害と判定されない骨材を使用してASR抑制対策を講じる場合は，JASS 5N T-603（コンクリートの反応性試験方法）によりASRが生じないことを確認することが定められている。

3）日本建築学会の指針
　その他の日本建築学会の指針に関しては，表2に示すものについて調査を行った。これらの指針においても，建築学会の仕様書であるJASS 5などと同様に，骨材はJIS A 1145またはJIS A 1146によって「無害」と判定されるものを使用することが前提となっている。
　再生骨材を用いるコンクリートの設計・製造・施工指針（案）では，再生骨材がアルカリシリカ反応性で無害
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写真1　調査した公共建築工事と日本建築学会の仕様書
表1　アルカリシリカ反応抑制対策
	種類
	抑制対策の内容

	アルカリ総量の規制
	コンクリート 1㎥に含まれるアルカリ総量を Na₂O換算で 3.0kg 以下にする。

	混合セメント
の使用
	JIS R 5211 高炉セメントに適合する高炉セメント [Ｂ種またはＣ種]あるいは JIS R 5213 フライアッ シュセメントに適合するフライアッシュセメント[Ｂ種またはＣ種]等を使用する。

	無害な骨材
の使用
	骨材のアルカリシリカ反応性試験（化学法またはモルタルバー法）の結果で無害と確認された骨材を使用する。


表2　日本建築学会の指針に関する調査一欄
	番号
	調査を行った指針の名称

	１
	高強度コンクリート施工指針・同解説（2013年）

	２
	再生骨材を用いるコンクリートの設計・製造・施工指針（案）（2014年）

	３
	高炉セメントまたは高炉スラグ微粉末を用いた鉄筋コンクリート造建築物の設計・施工指針（案）・同解説（2017年）

	４
	高炉スラグ微粉末を使用するコンクリートの調合設計・施工指針・同解説（2001年）

	５
	高炉セメントを使用するコンクリート調合設計・施工指針・同解説（2001年）

	６
	フライアッシュを使用するコンクリートの調合設計・施工指針・同解説（2007年）

	７
	鉄筋コンクリート造建築物の耐久設計施工指針・同解説（2016年）

	８
	高耐久性鉄筋コンクリート造設計施工指針（案）・同解説（1991年）


と判定されるためには，原骨材が特定されることと，原骨材または再生骨材が試験により無害と判定されることが必要であると規定されているため，「無害でない」骨材として扱われることが一般的である。
　また，ASR抑制対策としては，表1と同様の混合セメントに準じたフライアッシュの使用などの材料に関する規定やアルカリ総量規制による抑制に関する事項が定められている。
3.3 JISの製品規格におけるASRの規定
1）JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）
JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）においては，骨材のアルカリシリカ反応性による区分は，区分Aと区分Bに分けて規定されている。この区分は,JIS A 1145による試験を行って判定するが，試験の結果，いわゆる区分Bである「無害でない」と判定された場合には，JIS A 1146による試験を行って判定する。また，JIS A 1145による試験を行わない場合は，JIS A 1146による試験を行って判定してもよい旨が規定されている。ただし，骨材の一部に，アルカリシリカ反応性試験による区分Bのものを混合した場合は，この骨材全体を無害であることが確認されていない骨材として取り扱わなければならないとされている。

また，アルカリシリカ反応抑制効果のある混合セメントなどを使用する抑制対策の方法 に関してもJIS A 5308附属書Bに表1のように規定されており，「混合セメントを使用する場合は，JIS R 5211に適合する高炉セメントB種若しくは高炉セメントC種，又はJIS R 5213に適合するフライアッシュセメントB種若しくはフライアッシュセメントC種を用いる。ただし，高炉セメントB種の高炉スラグの分量（質量分率%）は40 %以上，フライアッシュセメントB種のフライアッシュの分量（質量分率%）は15 %以上でなければならない。」とされている。

2)再生骨材コンクリート（JIS A 5021,5022,5023）
　アルカリシリカ反応性で無害と判定されるためには，原骨材が特定されることと，原骨材または再生骨材が試験により無害と判定されることが必要であると規定されている。また，アルカリシリカ反応性試験は，JIS A 1145，JIS A 1146又はJIS A 5021の附属書D［コンクリート用再生骨材Hのアルカリシリカ反応性試験方法（再生骨材迅速法）］によるものと定められている。
3.4 JR東日本の判定基準

　JR東日本はアルカリシリカ反応抑制対策の独自の規定として「E有害」,「準有害」,「E無害」の3つに分類する独自の区分をもうけている。そして，それらの区分に対応した抑制対策を行っている（表3参照）。
3.5 ASRに関する試験方法と評価
ASRの評価は，試験結果によって表4に示す評価区分と抑制対策をとることが規定されている。そこで,ASRに関する試験方法についてJISおよび学協会が定めている方法について調査を行い,その概要を取りまとめた。 
調査は，次の1）～6）に示す試験方法に関して行った。試験方法とその主な内容を表5に示す。
1）JIS A 1145（化学法）

2）JIS A 1146（モルタルバー法）

3）JIS A 1804（迅速法）

4）JCI-S-010（コンクリートのアルカリシリカ反応性試験方法）

表3　 JR東日本の判定区分,判定基準と対策
	判定区分
	判定基準
	対策

	E有害
	膨張率が26週で0.10％以上
	混合セメント等による対策

	
	膨張率が26週で0.05％以上～0.10％未満であっても13週から26週までの膨張の増加割合が8週から13週までの増加割合に対して大きい骨材
	

	準有害
	膨張率が26週で0.05％以上～0.10％未満かつ13週から26週までの膨張の増加割合が8週から13週までの増加割合に対して小さい骨材
	アルカリ総量を2.2kg/㎥に規制する対策もしくは混合セメント等による対策

	E無害
	膨張率が26週で0.05％未満の骨材
	対策無し


表4　ASRの評価区分と抑制対策
	区分
	抑制対策

	A
	無害な骨材の使用

	B
	アルカリ総量の規制
混合セメントの使用


表5　ASRの判定のための主な試験方法とその内容
	試験方法
	主な内容

	JIS A 1145

化学法
	試料の溶解シリカ量（Sc）とアルカリ濃度減少量（Rc）を化学分析によって求め，骨材のアルカリシリカ反応性を判定する試験方法

	JIS A 1146

モルタルバー法
	モルタルバーの長さ変化を測定することによって，骨材のアルカリシリカ反応性を判定する試験方法

	JIS A 1804

迅速法
	モルタル供試体を高温・高圧環境下で煮沸することで反応を促進させ，超音波伝播速度，一次共鳴振動数または長さ変化によって，骨材のアルカリシリカ反応性を判定する試験方法

	JCI-S-010

コンクリートの
アルカリシリカ
反応性試験方法
	コンクリート供試体の長さ変化を測定することによって，アルカリシリカ反応によるコンクリートの膨張性を調べる試験方法

	JASS 5N T-603

コンクリート
バー法
	コンクリートバーの長さ変化を測定することにより，コンクリートのアルカリシリカ反応性を判定する試験法

	ZKT-206

コンクリートの
ASR迅速法
	コンクリート供試体を高温・高圧環境下で煮沸することで反応を促進させ，一次共鳴振動数の測定により骨材のアルカリシリカ反応性を判定する試験方法


5）JASS 5N T-603（コンクリートバー法）

6）ZKT-206（コンクリートのASR迅速法）

3.6 海外のASRに関する試験方法
1）ASTMの試験方法
　ASTMインターナショナル（旧称，米国材料試験協会）によって規定されているASR関連の試験方法には，表6で示すようなモルタルバーを用いた試験方法が2つ,化学法による試験方法が1つ,コンクリートを用いた試験方法が1つある。
2）RILEMの試験方法
　世界で最もASR関連規格が発達しているとされている規格である。リスク評価の考え方を積極的に取り入れ，骨材の反応性と構造物の供用期間とおかれる環境により対策を細かく決めている。
　また，表7に示すように考えるべきほぼ全ての試験方法を網羅している。
4.まとめ
　国内のASRに関する規定ならびに国内外のASRに関する主な試験方法について調査し整理した。高強度コンクリートを対象としたASRの試験方法には、コンクリートにより迅速に結果が得られる方法を検討していくことが必要である。
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表6　ASTM試験方法の特徴と課題

	番号（名称）
	特徴と課題

	C227（standard test methods for potential Alkali-Silica reactivity of cement-aggregate combination(mortar-bar method)）
	温度38.0±2.0℃の環境下で保管したモルタルバーの供試体の長さ変化を測定する試験方法。測定期間が1年（1,2,3,4,6,9,12ヶ月）と長期に渡る。なお、測定期間は必要に応じて6ヶ月までにできる。

	C289（standard test methods for potential Alkali-Silica reactivity of aggregates(chemical method)）-2007
	化学法による試験方法（１N水酸化ナトリウム水溶液を用いて80℃・24時間）としてASTMに規定されたが2016年1月に規格が廃止された。2007年版が最後の改定。

	C1260(standard test methods for potential Alkali-Silica reactivity of aggregates (mortar
-bar method))
	試験体（1×1×11.25インチ）を80℃１N-NaOH溶液に14日間浸漬し，結果が得られる。迅速ではあるが，加速条件が厳しすぎたり不足したりする。粒径ペシマムを検出できない。4)

	C1293(standard test methods for　determination of length of concrete due to Alkali-Silica reaction)
	最も信頼性が高いとされている。しかし1～2年の長期間を要し，湿分の安定供給とアルカリの溶脱に問題がある。混和剤の抑制効果評価などの配合試験としての運用の可能性もある。4)


表7　RILEMのAAR関連規格の一例4）
	番号
	名称

	AAR-0
	AARの可能性に対する骨材の評価におけるRILEM法の使用に関する概要指針

	AAR-1.1
	潜在的アルカリ反応性の検出
　第1部：骨材の岩石学的試験方法

	AAR-1.2
	潜在的アルカリ反応性の検出
　第2部：骨材の岩石学的アトラス

	AAR-2
	潜在的アルカリ反応性の検出
　骨材の加速モルタルバー試験

	AAR-3
	潜在的アルカリ反応性の検出
　コンクリートプリズムを用いた骨材組み合わせの38℃法

	AAR-4
	潜在的アルカリ反応性の検出
　コンクリートプリズムを用いた骨材組み合わせの60℃法

	AAR-5
	潜在的アルカリ反応性の検出
　炭酸塩骨材の迅速予備スクリーニング試験
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